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中野区入札・契約制度改革基本方針に伴う取組みの推進について 

 

１．はじめに 

  昨年１２月に区長決定した「中野区入札・契約制度改革基本方針」に基づく、主な入

札・契約改革の取り組みについては、平成２０年度４月以降、以下のとおり順次取り組

み、入札・契約事務のより高い透明性、公正性、効率性の確保を図ることとする。 

 

２．平成２０年度４月からの取組み内容 

 (1) 総合的に優れた事業者を選定する入札方式（総合評価方式）の試行実施 

   総合評価方式については、以下の評価型区分により、平成２０年度の上半期におい

て、それぞれ区分毎に、２から３案件を業種単位（建築、土木、造園、電気・機械設

備工事）から評価委員会において選定の上、試行的に実施し、その結果を評価・検証

して、議会、事業者の意見を聞くこととする。 

   下半期については、評価・検証結果を踏まえ、同じく区分毎に、２から３案件を業

種単位で選定・試行実施し、再度、その結果を評価・検証して、平成２１年度から本

格的に実施する。 

  ① 特別簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において、企業の技術力及び信頼性・

社会性を評価項目として、それらの評価点に当該入札者の入札価格から算出した価

格点をもって総合的に評価するもの。 

※ 概ね、２，０００万円以下の建築工事、土木、造園工事、１，０００万円以

下の電気・機械設備工事 

② 簡易型 

技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において、特別簡易型の評価項目のほ

か、図面及び仕様書等に示した施工方法に基づいた簡易な施工計画をもって総合的

に評価するもの。 

※ 概ね、２，０００万円以上の建築工事、土木、造園工事、１，０００万円以

上の電気・機械設備工事 

③ 標準型 

技術的工夫の余地が大きい工事で、簡易型の評価項目のほか、安全対策、交通・

環境への影響の軽減並びに工期の短縮等の技術提案をもって総合的に評価するもの。 

※ 簡易型による建築工事、土木、造園工事、電気・機械設備工事で、技術提案



を求める案件 

  ④ 評価項目、評価基準 

    別紙、総合評価方式の概要参照 

⑤ 学識経験者の意見聴取等 

総合評価方式を実施するにあたり、次に掲げる事項その他必要な事項に関し、あら

かじめ２人以上の学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。 

ア 総合評価方式を行おうとするとき。 

イ 落札者決定基準を定めようとするとき。 

ウ 総合評価方式において落札者を決定しようとするとき。 

なお、本年２月１４日公布、３月１日に施行された地方自治法施行令の一部を改正

する政令及び地方自治法施行規則の一部を改正する省令において、総合評価一般競争

入札を行う場合における学識経験者の意見聴取手続きを簡素化し、落札者の決定基準

を定めるときに学識経験者に意見を聞くこととされた。 

 

 (2) 一般委託契約案件 

   一般委託案件のうち、以下に定める案件については、企画提案型（プロポーザル）

の事業者募集方式で事業者を選定する場合は、工事における総合評価方式に準じた評

価・審査方式を導入し、価格及び技術、業務執行や業務管理能力が総合的に優れた事

業者と契約することとする。 

   なお、その他の一般委託案件についても、今後、工事における総合評価方式に準じ

た評価・審査方式を導入することとするが、その方針は平成２０年度中に策定するこ

とする。 

  ① まちづくりなどのコーディネート、調査委託契約 

  ② 区立小中学校の給食調理業務委託 

  ③ 保育園などの運営委託・民営化、区施設の指定管理業務委託契約 

  ④ 区施設建築、改築に伴う業務支援、コンサルタント契約 

  ⑤ 情報システムの開発関連業務委託契約 

 

 (3) 電子入札の導入 

   手続きの透明性、客観性、競争性の確保を図るため、平成２０年度の下半期からす

べての入札に電子入札を導入する。 

 

 (4) 工事請負契約における企画提案型設計・施行一括発注方式 

   企画提案型設計・施行一括発注方式については、今後、学校施設などの大規模施設

の新築や改築、特殊な改修工事などに導入するが、その活用については基本計画策定

の中で別途定める。 



 (5) マネジメント技術活用方式の活用 

   発注者（区）の補助者・代行者であるコンストラクションマネージャー（ＣＭＲ）

が、技術的な中立性を保ちつつ、発注者側に立って、設計・発注・施工の各段階にお

いて、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、法令順守などの各種

マネジメント業務の全部または一部を行う方式については、今後、積極的に活用して

いく。 

  ※ 別紙、コンストラクションマネージメント活用方針案参照 

 

 (6) 小規模契約の業者登録制度の導入 

   区が発注する工事等（修理・修繕）及び物品購入、委託契約等のうち「小額で内容

が簡易な契約」を希望する小規模事業者を登録し、積極的に区の仕事の受注機会を提

供し、区内産業の活性化を図る。 

  ※ 別紙、「中野区小規模事業者登録制度の概要について」参照 

 

３．今後のスケジュール 

  ３月１２日  総務委員会報告 

  ３月下旬   総合評価方式による工事案件の選定 

  ４月上旬   総合評価方式事業者説明、小規模事業者登録制度の周知、募集開始 

         職員向けマニュアル策定、研修 

  ４月以降   総合評価方式の実施（各種工事、指定委託案件） 

  ６月     入札監視委員会設置、小規模事業者登録制度の事業開始 

 １０月     電子入札の導入 

 １１月     上半期実施の総合評価方式工事案件の評価・検証（事業者へのアンケ

ート集計結果）、一般委託契約案件の総合評価方針案策定 

 １２月     検証後の総合評価方式の実施 

  ３月     下半期実施の総合評価方式工事案件の評価・検証、改善 

         一般委託契約案件の総合評価方針策定 

  ４月     総合評価方式の本格実施、一般委託契約案件の総合評価方式導入 
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ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）方式の活用方針案 

 

１．ＣＭ方式の概要 

  発注者（区）の補助者・代行者であるコンストラクションマネージャー（ＣＭＲ）が、

技術的な中立性を保ちつつ、発注者側に立って、設計・発注・施工の各段階において、

設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、法令順守などの各種マネジメ

ント業務の全部または一部を行うもの。 

 

２．ＣＭ事業者の選定方式 

  一般的には、プロポーザル方式により、事業者募集を行い、選定過程の透明性・公平

性を確保するため、選定委員会を設置し、審査基準を定めて選定する。 

 

３．ＣＭ業務の対価の構成 

  ＣＭ業務の対価  ＝  直接人件費 ＋ 直接経費 ＋ 間接経費 ＋ 特別経費 ＋ 

利益（通常は、間接経費に計上） 

 

４．ＣＭ方式の形態 

 (1) 設計発注、施工管理型 

   ＣＭ事業者に、調査・基本計画作成、基本設計・実施設計発注後、工事費積算、施

工仕様書の作成、工事の施工管理を委託する型 

 

   区（発注者）   ＣＭＲ兼設計 

 

               マネジメント 

 

        施工事業者 

 

 (2) 設計施工分離発注、施工管理型 

   設計、施工は分離発注し、ＣＭ事業者は、調査・基本計画、設計発注仕様書・見積

を行い、納品された各設計図書の審査を行う。実施設計後は、工事の仕様書作成、工

事費を積算し、工事の施工管理を委託する型 

 

   区（発注者）   ＣＭＲ事業者 

            マネジメント 

 

 

    設計事業者    施工事業者 



 (3) 設計施工一括発注、施工管理型 

   設計段階から建設工事会社のノウハウを活用した方が効果的な工事において、発注

者の工事経験が少ない場合に有効な設計施工一括発注方式。ＣＭ事業者は、調査・基

本計画、設計発注仕様書・見積を行い、納品された各設計図書の審査を行う。実施設

計後は、工事の仕様書作成、工事費を積算し、工事の施工管理を委託する型 

 

       区（発注者）   ＣＭＲ事業者 

 

マネジメント 

 

   建設会社または、建設会社と設計会社のＪＶ（連合体） 

 

５．執行体制案 

 (1) 建築物の所管分野にＣＭＲを活用する場合 

   建築物の所管部または分野に、ＣＭＲを導入する場合は、設計・工事所管分野から

担当技術職員を兼務させ、ＣＭＲの支援を受け、基本計画策定、地質調査、測量、設

計仕様書策定、基本設計・実施設計、工事費積算、施工管理・監督を行う。 

 (2) 工事所管分野にＣＭＲを活用する場合 

   工事所管分野が、建築物の所管部または分野から、ＣＭＲの導入や設計、工事費の

執行委任を受け、工事所管分野がＣＭＲの支援を受け、基本計画策定、地質調査、測

量、設計仕様書策定、基本設計・実施設計、工事費積算、施工管理・監督を行う。 
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